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議案第  号  

令和６年度稲沢市水道事業会計予算

（総則） 

第１条 令和６年度稲沢市水道事業会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水栓数       ５９，８００栓

(2) 年間総配水量 １５，０３２，０００㎥

(3) 年間総給水量 １３，８２９，０００㎥

(4) 有収率     ９２．０％

(5) 県水年間受水量  ６，５２３，０００㎥

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入 

第１款 水道事業収益 ２，７４５，５２２千円

第１項 営業収益 ２，４７３，５２８千円

第２項 営業外収益  ２７１，９８４千円

  第３項  特別利益 １０千円

支 出

第１款 水道事業費用 ２，６１７，４７０千円

第１項 営業費用 ２，５６１，４５２千円 
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第２項  営業外費用 ５３，１６１千円

  第３項  特別損失       １，８５７千円

第４項 予備費   １，０００千円

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額１，４１２，３０１千円は過

年度分損益勘定留保資金等１，４１２，３０１千円で補塡するものと

する。）。 

収 入

第１款 資本的収入 １，０５４，６３５千円

  第１項  企業債     ６００，０００千円

  第２項  出資金      ７６，９４５千円

  第３項  負担金     ２４６，２４０千円

  第４項  補助金      ６６，０００千円

第６項 新規給水負担金 ６５，４５０千円

支 出

第１款 資本的支出 ２，４６６，９３６千円

第１項 建設改良費 ２，３０４，９６９千円

第２項 企業債償還金  １６１，１９７千円

  第５項  過年度返還金 ７７０千円

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

− 204 −



‐204‐ 

    第２項  営業外費用          ５３，１６１千円 

    第３項  特別損失            １，８５７千円 

第４項 予備費             １，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額１，４１２，３０１千円は過

年度分損益勘定留保資金等１，４１２，３０１千円で補塡するものと

する。）。 

収  入  

   第１款  資本的収入        １，０５４，６３５千円 

    第１項  企業債            ６００，０００千円 

    第２項  出資金             ７６，９４５千円 

    第３項  負担金            ２４６，２４０千円 

    第４項  補助金             ６６，０００千円 

    第６項  新規給水負担金        ６５，４５０千円 

支  出  

   第１款  資本的支出        ２，４６６，９３６千円 

    第１項  建設改良費       ２，３０４，９６９千円 

    第２項  企業債償還金        １６１，１９７千円 

    第５項  過年度返還金            ７７０千円 

 （継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

‐205‐ 

款  項  事業名  
総  額  

（千円）  
年  度  

年割額  

（千円）  

1. 

資本的  

支出  

1. 

建設改  

良費  

基 幹 管 路 耐 震

化事業  

635,360 

令和６年度  428,000 

令和７年度  79,000 

令和８年度  128,360 

祖 父 江 配 水 場

配 水 ポ ン プ 更

新事業  
377,100 

令和６年度  110,000 

令和７年度  267,100 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。 

起債の  

目  的  

限度額  

(千円 ) 

起債の  

方  法  
利  率  償還の方法  

水道管  

路耐震  

化事業  

600,000 

普通貸借  

又は  

証券発行  

年 4.0％  

以内  

  

公的資金については、その

融資条件により、銀行その他

の場合には、その債権者と協

定する条件による。  

 ただし、企業財政の都合に

より、据置期間及び償還期限

を短縮し、若しくは繰上償還

及 び 低 利 債 に 借 り 換 え る こ

とができる。  

 

計  600,000    

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

 (1) 第８条に定める経費を除き、予定支出の各項の経費及び各項の間

の経費 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

 (1) 職員給与費 ２１８，６１７千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、１８，９９１千円と定める。 

 

  令和６年３月５日提出 

稲沢市長 加 藤 錠 司 郎    
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

 (1) 職員給与費 ２１８，６１７千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、１８，９９１千円と定める。 

 

  令和６年３月５日提出 

稲沢市長 加 藤 錠 司 郎    

１．収益的収入及び支出

（１）収　入 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.水道事業収益 2,745,522

1.営業収益 2,473,528

1.給水収益 2,421,190 1.水道料金 2,421,190

2.受託工事収益 6,395 1.給水工事収益 5,933

2.移設工事収益 462

3.負担金 9,815 1.工事負担金 3,705

2.他会計負担金 6,110

4.その他営業収益 36,128 3.手数料 2,970

5.下水道使用料徴
　収事務手数料

33,158

2.営業外収益 271,984

1.受取利息及び配
  当金

322 1.預金利息 322

2.他会計負担金 1,712 1.他会計負担金 1,712

4.消費税及び地方
　消費税還付金

1
1.消費税及び地方
　消費税還付金

1

5.長期前受金戻入 259,117 1.長期前受金戻入 259,117

6.雑収益 10,832 3.発生品組替益 9,896

4.その他雑収益 936

3.特別利益 10

2.過年度損益修正
  益

10
1.過年度損益修正
　益

10

備           考

　１．令和６年度稲沢市水道事業会計予算実施計画
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（２）支　出 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.水道事業費用 2,617,470

1.営業費用 2,561,452

1.原水及び浄水費 595,544 1.給料 7,410

2.手当 2,799

3.賞与引当金繰入
　額

1,210

6.法定福利費 2,128

10.備消耗品費 663

14.通信運搬費 303

16.委託料 11,520

17.手数料 147

19.修繕費 110

25.薬品費 2,981

29.受水費 566,273

2.配水及び給水費 494,832 1.給料 42,168

2.手当 21,517

3.賞与引当金繰入
　額

6,675

6.法定福利費 12,570

10.備消耗品費 763

11.燃料費 130

13.印刷製本費 25

14.通信運搬費 12

16.委託料 150,842

17.手数料 1,430

19.修繕費 145,845

22.工事請負費 2,750

24.動力費 107,605

26.材料費 200

備           考
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（２）支　出 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.水道事業費用 2,617,470

1.営業費用 2,561,452

1.原水及び浄水費 595,544 1.給料 7,410

2.手当 2,799

3.賞与引当金繰入
　額

1,210

6.法定福利費 2,128

10.備消耗品費 663

14.通信運搬費 303

16.委託料 11,520

17.手数料 147

19.修繕費 110

25.薬品費 2,981

29.受水費 566,273

2.配水及び給水費 494,832 1.給料 42,168

2.手当 21,517

3.賞与引当金繰入
　額

6,675

6.法定福利費 12,570

10.備消耗品費 763

11.燃料費 130

13.印刷製本費 25

14.通信運搬費 12

16.委託料 150,842

17.手数料 1,430

19.修繕費 145,845

22.工事請負費 2,750

24.動力費 107,605

26.材料費 200

備           考
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(単位  千円）

款 項 目 予定額

27.補償金 2,300

3.受託工事費 6,091 22.工事請負費 6,091

4.業務費 179,595 1.給料 6,112

2.手当 2,210

3.賞与引当金繰入
　額

969

6.法定福利費 1,668

10.備消耗品費 682

13.印刷製本費 2,063

16.委託料 147,395

17.手数料 14,041

19.修繕費 4,455

5.総係費 88,261 1.給料 19,619

2.手当 11,660

3.賞与引当金繰入
　額

3,591

6.法定福利費 6,687

7.旅費 30

8.退職給付費 9,733

9.被服費 705

10.備消耗品費 3,359

11.燃料費 934

12.光熱水費 2,060

13.印刷製本費 2,037

14.通信運搬費 11,441

16.委託料 2,133

17.手数料 1,937

18.使用料及び賃
   借料

4,899

備           考
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(単位  千円）

款 項 目 予定額

19.修繕費 2,972

28.負担金 775

31.研修費 716

33.厚生福利費 27

34.保険料 1,470

35.公課費 119

39.貸倒引当金繰
　 入額

1,357

7.減価償却費 1,127,078
1.有形固定資産減
  価償却費

1,127,078

8.資産減耗費 70,051 1.固定資産除却費 70,051

2.営業外費用 53,161

1.支払利息及び企
  業債取扱諸費

53,161 1.企業債利息 53,161

3.特別損失 1,857

4.過年度損益修正
　損

1,515
2.過年度損益修正
  損

1,515

5.その他特別損失 342 1.その他特別損失 342

4.予備費 1,000

1.予備費 1,000 1.予備費 1,000

備           考
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(単位  千円）

款 項 目 予定額

19.修繕費 2,972

28.負担金 775

31.研修費 716

33.厚生福利費 27

34.保険料 1,470

35.公課費 119

39.貸倒引当金繰
　 入額

1,357

7.減価償却費 1,127,078
1.有形固定資産減
  価償却費

1,127,078

8.資産減耗費 70,051 1.固定資産除却費 70,051

2.営業外費用 53,161

1.支払利息及び企
  業債取扱諸費

53,161 1.企業債利息 53,161

3.特別損失 1,857

4.過年度損益修正
　損

1,515
2.過年度損益修正
  損

1,515

5.その他特別損失 342 1.その他特別損失 342

4.予備費 1,000

1.予備費 1,000 1.予備費 1,000

備           考
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２．資本的収入及び支出

（１）収　入 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.資本的収入 1,054,635

1.企業債 600,000

1.企業債 600,000 1.企業債 600,000

2.出資金 76,945

1.出資金 76,945 1.一般会計出資金 76,945

3.負担金 246,240

1.負担金 246,240 1.工事負担金 235,786

2.他会計負担金 10,454

4.補助金 66,000

1.補助金 66,000 2.国庫補助金 66,000

65,450

1.新規給水負担金 65,450 1.新規給水負担金 65,450

備           考

6.新規給水
  負担金
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（２）支　出 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.資本的支出 2,466,936

1.建設改良費 2,304,969

2.整備事業費 2,267,634 1.給料 28,538

2.手当 17,686

3.賞与引当金繰入
　額

4,813

6.法定福利費 8,854

10.備消耗品費 50

16.委託料 48,593

18.使用料及び賃
   借料

2,409

22.工事請負費 2,150,291

27.補償金 6,400

3.固定資産購入費 3,851 1.機械及び装置 2,531

2.車両及び運搬
　具

1,320

5.補助金 33,484 1.補助金 33,484

161,197

1.企業債償還金 161,197 1.企業債償還金 161,197

770

1.過年度返還金 770 1.過年度返還金 770

備           考

2.企業債償
　還金

5.過年度返
　還金
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（２）支　出 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.資本的支出 2,466,936

1.建設改良費 2,304,969

2.整備事業費 2,267,634 1.給料 28,538

2.手当 17,686

3.賞与引当金繰入
　額

4,813

6.法定福利費 8,854

10.備消耗品費 50

16.委託料 48,593

18.使用料及び賃
   借料

2,409

22.工事請負費 2,150,291

27.補償金 6,400

3.固定資産購入費 3,851 1.機械及び装置 2,531

2.車両及び運搬
　具

1,320

5.補助金 33,484 1.補助金 33,484

161,197

1.企業債償還金 161,197 1.企業債償還金 161,197

770

1.過年度返還金 770 1.過年度返還金 770

備           考

2.企業債償
　還金

5.過年度返
　還金
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　　　　（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位　千円）

　 　

（１）当年度純利益 10,604

（２）有形固定資産減価償却費 1,127,078

（３）固定資産除却費 70,393

（４）長期前受金戻入額 △ 259,117

（５）引当金の増減額（△は減少） 11,160

（６）業務活動による資産及び負債の増減

　　ア　未収金の増減額（△は増加） △ 65,407

　　イ　貯蔵品の増減額（△は増加） △ 56

　　ウ　未払金の増減額（△は減少） 69,176

　　業務活動によるキャッシュ・フロー計 963,831

２.　投資活動によるキャッシュ・フロー

（１）固定資産の取得、建設改良事業等による支出 △ 2,104,701

（２）補助金・負担金等による収入 342,654

　　投資活動によるキャッシュ・フロー計 △1,762,047

３.　財務活動によるキャッシュ・フロー

（１）建設改良企業債による収入 600,000

△161,196

（３）一般会計からの出資による収入 76,945

　　財務活動によるキャッシュ・フロー計 515,749

資金増減額 △282,467

資金期首残高 1,792,347

資金期末残高 1,509,880

　２．令和６年度稲沢市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

１.　業務活動によるキャッシュ・フロー

（２）建設改良企業債の償還による支出
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　３．給与費明細書

１．総括

職員数 給与費

備考　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務
　　　時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職
　　　員について外書きする。

― 0 ― 1,397 1,211 5,360

3

0

188

休日勤務手当

（千円）

（千円）

1,383

△19

194

比　較

905

（千円）

地域手当

1,211

268

（千円）

14,078

12,867

6

1,402

△184

（千円）

2,752 4,149

186,710

― 102,450 80,111 182,561 30,696

（人）

(2)

（千円）

一般職

― ― 103,847

特別職

（人）

報 酬 給 料

27

比  較

区　分

本年度

前年度

―

扶養手当

3,678

4,398

(2)

(0)

27

本年度

前年度

合計

（千円）

法　定
福利費

（千円）

通勤手当

（千円）

（千円） （千円）

（千円）

時間外
勤務手当

手 当 計

（千円）

31,907 218,61782,863

213,257

本年度

6,585

169

区　分

5,799

勤勉手当

6,067

前年度

退職給付費

（千円）

9,733

8,443

17,258

16,353

賞与引当金
繰入額

978

306

672

16,112

16,296

期末手当

（千円）

住居手当

区  分

管理職手当

（千円）

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

3

特殊勤務手当

（千円）

△720

比　較

比　較

△665

児童手当

（千円）

2,285

1,620

前年度

（千円）

1,290

5,005

5,186

△181

本年度

6,754

区　分
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　３．給与費明細書

１．総括

職員数 給与費

備考　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務
　　　時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職
　　　員について外書きする。

― 0 ― 1,397 1,211 5,360

3

0

188

休日勤務手当

（千円）

（千円）

1,383

△19

194

比　較

905

（千円）

地域手当

1,211

268

（千円）

14,078

12,867

6

1,402

△184

（千円）

2,752 4,149

186,710

― 102,450 80,111 182,561 30,696

（人）

(2)

（千円）

一般職

― ― 103,847

特別職

（人）

報 酬 給 料

27

比  較

区　分

本年度

前年度

―

扶養手当

3,678

4,398

(2)

(0)

27

本年度

前年度

合計

（千円）

法　定
福利費

（千円）

通勤手当

（千円）

（千円） （千円）

（千円）

時間外
勤務手当

手 当 計

（千円）

31,907 218,61782,863

213,257

本年度

6,585

169

区　分

5,799

勤勉手当

6,067

前年度

退職給付費

（千円）

9,733

8,443

17,258

16,353

賞与引当金
繰入額

978

306

672

16,112

16,296

期末手当

（千円）

住居手当

区  分

管理職手当

（千円）

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

3

特殊勤務手当

（千円）

△720

比　較

比　較

△665

児童手当

（千円）

2,285

1,620

前年度

（千円）

1,290

5,005

5,186

△181

本年度

6,754

区　分

- 214 -

（ア）会計年度任用職員以外の職員

職員数 給与費

4,086― ― 1,133 1,947 3,080 1,0060

（千円） （千円）

― ― 100,105 80,786 180,891 30,960 211,851

207,765― ― 98,972 78,839 177,811 29,95427

194

期末手当 勤勉手当 休日勤務手当

（千円）

比　較 △665 681 1,290

本年度 1,620 16,732 9,733

15,639 12,867

前年度 2,285 16,051 8,443

区　分
児童手当

賞与引当金
繰入額

退職給付費

（千円）

△720 153 △181 267 △32

188

比　較 0 672 △99 575 6

区　分
特殊勤務手当 住居手当

前年度 3 306

本年度 3 978

（千円）

15,540 13,442

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分
扶養手当 地域手当 管理職手当

6,529 5,005 6,038 1,294

前年度 4,398 6,376 5,186 5,771 1,326

（千円） （千円） （千円）

比　較

比  較
(-)

本年度 3,678

（千円）

区  分

27

前年度
(-)

本年度
(-)

（人） （千円） （千円） （千円）（人）

時間外
勤務手当

通勤手当

（千円）

法　定
福利費

合計
特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計

（千円）
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（イ）会計年度任用職員

職員数 給与費

前年度 302

比　較 224

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分

賞与引当金
繰入額

（千円）

本年度 526

時間外
勤務手当

通勤手当

1,274

572

区　分

本年度 225

地域手当

205―― ― 264 805 1,069

1 13

（千円）

前年度 209

（千円） （千円）

28 76

29 89

比　較 16

比  較
(0)

― ― 3,478

前年度
(2)

―

（千円）

― 3,742 2,077 5,819 947

（人）

本年度
(2)

（人）

区  分

―

636

0

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当
合計

法　定
福利費

1,272

（千円） （千円）

―

計

636

（千円） （千円）

勤勉手当

（千円）

△85

657

期末手当

（千円）

6,766

4,750 742 5,492

（千円）
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（イ）会計年度任用職員

職員数 給与費

前年度 302

比　較 224

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分

賞与引当金
繰入額

（千円）

本年度 526

時間外
勤務手当

通勤手当

1,274

572

区　分

本年度 225

地域手当

205―― ― 264 805 1,069

1 13

（千円）

前年度 209

（千円） （千円）

28 76

29 89

比　較 16

比  較
(0)

― ― 3,478

前年度
(2)

―

（千円）

― 3,742 2,077 5,819 947

（人）

本年度
(2)

（人）

区  分

―

636

0

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当
合計

法　定
福利費

1,272

（千円） （千円）

―

計

636

（千円） （千円）

勤勉手当

（千円）

△85

657

期末手当

（千円）

6,766

4,750 742 5,492

（千円）
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２．給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円） （千円）

1,397 1,076 給与改定率 1.16%

　実施時期

967 増加率 0.98%

20人

　その他(現給保障等) 5人

△646 職員数の異動状況

職員数

本年度 29人

前年度 29人

　 　 増　減 0

採用退職の状況等 　

　　令和５年度退職予定 0人

　　令和６年度採用予定 0人

2,752 932 期末手当 支給月数の変更

472

勤勉手当

460

1,820 　扶養手当 △720

　地域手当 169

　管理職手当 △181

　時間外勤務手当 268

　通勤手当 △19

　住居手当 672

　期末手当 △656

　勤勉手当 751

　休日勤務手当 6

　児童手当 △665

　賞与引当金繰入額 905

　退職給付費 1,290

増減額の増減事由別内訳

　４月

手
当

制度改正に
伴う増減分

区分 備　　　　　考説　　明

異動等に
よる給

料

給与改定に
伴う増減分

令和5年4月1日

昇給等に伴
う増加分

その他の増
減分

異動等に
よる

その他の増
減分
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３．給料及び手当の状況

（１）職員一人当たり給与

  (２) 初任給 令和6年1月1日現在

高 校 卒

大 学 卒

　(３) 級別職員数

 (等級別基準職務表)

級 職員数(人) 構成比(％) 令和6年1月1日現在

8級 1 4.0 区　分 企業職

7級 0 0.0

6級 2 8.0

5級 4 16.0

4級 4 16.0

3級 7 28.0

2級 4 16.0

1級 3 12.0

計 25 100.0

8級 1 4.0

7級 1 4.0

6級 1 4.0

5級 4 16.0

4級 4 16.0

3級 7 28.0

2級 6 24.0

1級 1 4.0

計 25 100.0 　 　

170,900円

202,400円

企業職

平 均 給 与 月 額

170,900円

202,400円

令和5年1月1日現在 373,639円

一般会計の制度

一般職 

平 均 給 料 月 額

平 均 給 料 月 額

区　　　　分

41歳 5か月

企業職

313,233円

373,904円

41歳 2か月

313,039円

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在

令和6年1月1日現在

区　    分

区   分 企業職

部長の職務

次長の職務

課長の職務

主幹の職務

７級

６級

８級

５級

１級
定型的な業務を行う職
務

主査の職務

相当の知識又は経験を
必要とする業務を行う
職務

知識又は経験を必要と
する業務を行う職務

４級

３級

２級
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３．給料及び手当の状況

（１）職員一人当たり給与

  (２) 初任給 令和6年1月1日現在

高 校 卒

大 学 卒

　(３) 級別職員数

 (等級別基準職務表)

級 職員数(人) 構成比(％) 令和6年1月1日現在

8級 1 4.0 区　分 企業職

7級 0 0.0

6級 2 8.0

5級 4 16.0

4級 4 16.0

3級 7 28.0

2級 4 16.0

1級 3 12.0

計 25 100.0

8級 1 4.0

7級 1 4.0

6級 1 4.0

5級 4 16.0

4級 4 16.0

3級 7 28.0

2級 6 24.0

1級 1 4.0

計 25 100.0 　 　

170,900円

202,400円

企業職

平 均 給 与 月 額

170,900円

202,400円

令和5年1月1日現在 373,639円

一般会計の制度

一般職 

平 均 給 料 月 額

平 均 給 料 月 額

区　　　　分

41歳 5か月

企業職

313,233円

373,904円

41歳 2か月

313,039円

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在

令和6年1月1日現在

区　    分

区   分 企業職

部長の職務

次長の職務

課長の職務

主幹の職務

７級

６級

８級

５級

１級
定型的な業務を行う職
務

主査の職務

相当の知識又は経験を
必要とする業務を行う
職務

知識又は経験を必要と
する業務を行う職務

４級

３級

２級
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（４）特殊勤務手当

(％)

(％)

支給対象職員１人当たり平均支給月額 (円)

代表的な特殊勤務手当の名称

（５）期末手当・勤勉手当

支給率計

6月(月分) 12月(月分) (月分)

2.25 2.25 4.50

2.20 2.20 4.40

2.25 2.25 4.50

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 令和6年1月1日現在

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

の者(月分) の者(月分) の者(月分) (月分)

　

 

　

 

（７）その他の手当

扶　養　手　当

危険物取扱手当

有り

有り

区　　　　　　分

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率(令和6年1月1日現在)

一般会計の制度

0.003

8.0

125

企業職

通　勤　手　当

その他の
加算措置

基礎在職期
間の区分に
応じた調整
額

基礎在職期
間の区分に
応じた調整
額

一般会計の制度
（支給率等）

差異の内容

備　考

47.709

同　　　じ

同　　　じ

区　分

同　　　じ

一般会計の制度との異同

同　　　じ

住　居　手　当

地　域　手　当

備　考

支　給　率　等

33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075

前　　年　　度

47.709

有り

区　分

区　　分

支給期別支給率

24.586875

本　　年　　度

職制上の段階、職務の
級等による加算措置
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（単位　千円）

１．営業収益 　 　 　

（１）給水収益 2,197,993

（２）受託工事収益 4,932

（３）負担金 10,176

（４）その他営業収益 32,911 2,246,012

２．営業費用

（１）原水及び浄水費 535,790

（２）配水及び給水費 459,459

（３）受託工事費 4,700

（４）業務費 160,587

（５）総係費 76,811

（６）減価償却費 1,096,360

（７）資産減耗費 70,051 2,403,758

　　営　業　損　失 157,746

３．営業外収益

（１）受取利息及び配当金 362 　

（２）他会計負担金 2,298

（３）補助金 105,910

（４）長期前受金戻入 254,430

（５）雑収益 8,580 371,580

４．営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 46,115 46,115 325,465

　　経　常　利　益 167,719

５．特別利益

（１）過年度損益修正益 10 10

６．特別損失

（１）過年度損益修正損 1,379

（２）その他特別損失 0 1,379 △1,369

　　当年度純利益 166,350

    前年度繰越利益剰余金 0

　　その他未処分利益剰余金変動額 179,786

　　当年度未処分利益剰余金 346,136

　４．令和５年度稲沢市水道事業予定損益計算書
　　　　 （令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位　千円）

１.　固定資産 　 　 　 　

（１）有形固定資産

　　ア　土地 348,717

　　イ　建物 1,402,854

　　　　減価償却累計額 △517,706 885,148

　　ウ　構築物 41,369,489

　　　　減価償却累計額 △17,067,435 24,302,054

　　エ　機械及び装置 3,745,251

　　　　減価償却累計額 △2,157,067 1,588,184

　　オ　車両及び運搬具 12,083

　　　　減価償却累計額 △9,711 2,372

　　カ　工具、器具及び備品 44,627

　　　　減価償却累計額 △34,617 10,010

　　キ　建設仮勘定 176,858

　　　有形固定資産合計 27,313,343

（２）無形固定資産

　　ア　その他無形固定資産（電話加入権） 357

　　　無形固定資産合計 357

　　固定資産合計 27,313,700

２.　流動資産

（１）現金預金 1,792,347

（２）未収金 305,822

      貸倒引当金 △ 824 304,998

（３）貯蔵品 2,811

　　流動資産合計 2,100,156

　　資産合計 29,413,856

　５．令和５年度稲沢市水道事業予定貸借対照表
　　　　 （令和６年３月３１日）

資　産　の　部
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（単位　千円）

１.　固定資産 　 　 　 　

（１）有形固定資産

　　ア　土地 348,717

　　イ　建物 1,402,854

　　　　減価償却累計額 △517,706 885,148

　　ウ　構築物 41,369,489

　　　　減価償却累計額 △17,067,435 24,302,054

　　エ　機械及び装置 3,745,251

　　　　減価償却累計額 △2,157,067 1,588,184

　　オ　車両及び運搬具 12,083

　　　　減価償却累計額 △9,711 2,372

　　カ　工具、器具及び備品 44,627

　　　　減価償却累計額 △34,617 10,010

　　キ　建設仮勘定 176,858

　　　有形固定資産合計 27,313,343

（２）無形固定資産

　　ア　その他無形固定資産（電話加入権） 357

　　　無形固定資産合計 357

　　固定資産合計 27,313,700

２.　流動資産

（１）現金預金 1,792,347

（２）未収金 305,822

      貸倒引当金 △ 824 304,998

（３）貯蔵品 2,811

　　流動資産合計 2,100,156

　　資産合計 29,413,856

　５．令和５年度稲沢市水道事業予定貸借対照表
　　　　 （令和６年３月３１日）

資　産　の　部
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（単位　千円）

３.　固定負債 　 　 　 　
（１）企業債 4,156,494
（２）退職給付引当金 179,805
（３）修繕引当金 124,964
　  固定負債合計 4,461,263
４.　流動負債
（１）企業債 161,196
（２）未払金 319,093
（３）前受金 1,156
（４）引当金
　　ア　賞与引当金 16,353
　　　引当金合計 16,353
（５）その他流動負債
　　ア　預り保証金 17,000
　　イ　預り金 71,559
   　 その他流動負債合計 88,559
    流動負債合計 586,357
５.　繰延収益
（１）長期前受金 11,194,725
（２）収益化累計額 △5,629,453
    繰延収益合計 5,565,272
    負債合計 10,612,892

６.　資本金
（１）自己資本金
　　ア　固有資本金 1,645,461
　　イ　組入資本金 15,911,769
　　　自己資本金合計 17,557,230
　  資本金合計 17,557,230
７.　剰余金
（１）資本剰余金
　　ア　受贈財産評価額 338,094
　　イ　寄付金 8,621
　　ウ　負担金 131,049
　　エ　県費補助金 10,206
 　 　資本剰余金合計 487,970
（２）利益剰余金
　　ア　減債積立金 161,195
　　イ　利益積立金 10,600
　　ウ　建設改良積立金 237,833
　　エ　当年度未処分利益剰余金 346,136
　　　利益剰余金合計 755,764
  　剰余金合計 1,243,734
　  資本合計 18,800,964
　  負債資本合計 29,413,856

負　債　の　部

資　本　の　部
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　６．令和６年度稲沢市水道事業予定損益計算書
　　　　（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位　千円）

１.　営業収益 　 　 　

（１）給水収益 2,201,082

（２）受託工事収益 5,856

（３）負担金 9,815

（４）その他営業収益 33,114 2,249,867

２.　営業費用

（１）原水及び浄水費 542,673

（２）配水及び給水費 460,318

（３）受託工事費 5,580

（４）業務費 164,263

（５）総係費 86,376

（６）減価償却費 1,127,078

（７）資産減耗費 70,051 2,456,339

　　営　業　損　失 206,472

３.　営業外収益

（１）受取利息及び配当金 322 　

（２）他会計負担金 1,712

（３）長期前受金戻入 259,117

（４）雑収益 10,797 271,948

４.　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 53,161 53,161 218,787

　　経　常　利　益 12,315

５.　特別利益

（１）過年度損益修正益 10 10

６.　特別損失

（１）過年度損益修正損 1,379

（２）その他特別損失 342 1,721 △1,711

　　当年度純利益 10,604

    前年度繰越利益剰余金 0

　　その他未処分利益剰余金変動額 399,029

　　当年度未処分利益剰余金 409,633
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（単位　千円）

１.　固定資産 　 　 　 　

（１）有形固定資産

　　ア　土地 348,717

　　イ　建物 1,402,854

　　　　減価償却累計額 △549,622 853,232

　　ウ　構築物 43,355,468

　　　　減価償却累計額 △17,997,215 25,358,253

　　エ　機械及び装置 3,747,731

　　　　減価償却累計額 △2,320,380 1,427,351

　　オ　車両及び運搬具 13,251

　　　　減価償却累計額 △10,583 2,668

　　カ　工具、器具及び備品 44,317

　　　　減価償却累計額 △35,814 8,503

　　キ　建設仮勘定 221,849

　　　有形固定資産合計 28,220,573

（２）無形固定資産

　　ア　その他無形固定資産（電話加入権） 357

　　　無形固定資産合計 357

　　固定資産合計 28,220,930

２.　流動資産

（１）現金預金 1,509,880

（２）未収金 371,229

      貸倒引当金 △ 795 370,434

（３）貯蔵品 2,867

　　流動資産合計 1,883,181

　　資産合計 30,104,111

資　産　の　部

　　　　 （令和７年３月３１日）

　７．令和６年度稲沢市水道事業予定貸借対照表

- 226 -− 226 −



（単位　千円）

１.　固定資産 　 　 　 　

（１）有形固定資産

　　ア　土地 348,717

　　イ　建物 1,402,854

　　　　減価償却累計額 △549,622 853,232

　　ウ　構築物 43,355,468

　　　　減価償却累計額 △17,997,215 25,358,253

　　エ　機械及び装置 3,747,731

　　　　減価償却累計額 △2,320,380 1,427,351

　　オ　車両及び運搬具 13,251

　　　　減価償却累計額 △10,583 2,668

　　カ　工具、器具及び備品 44,317

　　　　減価償却累計額 △35,814 8,503

　　キ　建設仮勘定 221,849

　　　有形固定資産合計 28,220,573

（２）無形固定資産

　　ア　その他無形固定資産（電話加入権） 357

　　　無形固定資産合計 357

　　固定資産合計 28,220,930

２.　流動資産

（１）現金預金 1,509,880

（２）未収金 371,229

      貸倒引当金 △ 795 370,434

（３）貯蔵品 2,867

　　流動資産合計 1,883,181

　　資産合計 30,104,111

資　産　の　部

　　　　 （令和７年３月３１日）

　７．令和６年度稲沢市水道事業予定貸借対照表
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（単位　千円）

３.　固定負債 　 　 　 　
（１）企業債 4,595,997
（２）退職給付引当金 189,538
（３）修繕引当金 124,964
　  固定負債合計 4,910,499
４.　流動負債
（１）企業債 160,497
（２）未払金 388,269
（３）前受金 1,156
（４）引当金
　　ア　賞与引当金 17,809
　　　引当金合計 17,809
（５）その他流動負債
　　ア　預り保証金 17,000
　　イ　預り金 71,559
   　 その他流動負債合計 88,559
    流動負債合計 656,290
５.　繰延収益
（１）長期前受金 11,537,379
（２）収益化累計額 △5,888,570
    繰延収益合計 5,648,809
    負債合計 11,215,598

６.　資本金
（１）自己資本金
　　ア　固有資本金 1,722,406
　　イ　組入資本金 16,091,555
　　　自己資本金合計 17,813,961
　  資本金合計 17,813,961
７.　剰余金
（１）資本剰余金
　　ア　受贈財産評価額 338,094
　　イ　寄付金 8,621
　　ウ　負担金 131,049
　　エ　県費補助金 10,206
 　 　資本剰余金合計 487,970
（２）利益剰余金
　　ア　減債積立金 160,496
　　イ　利益積立金 10,600
　　ウ　建設改良積立金 5,853
　　エ　当年度未処分利益剰余金 409,633
　　　利益剰余金合計 586,582
  　剰余金合計 1,074,552
　  資本合計 18,888,513
　  負債資本合計 30,104,111

負　債　の　部

資　本　の　部
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令和６年度 428,000 0 56,600 0 0 371,400

令和７年度 79,000 0 0 0 0 79,000

令和８年度 128,360 0 0 0 0 128,360

計 635,360 0 56,600 0 0 578,760

令和６年度 110,000 0 0 0 0 110,000

令和７年度 267,100 0 0 0 0 267,100

計 377,100 0 0 0 0 377,100

　８．継続費に関する調書

款 項 事業名

　全　　体　　計　　画

出資金
国　庫
補助金

企業債
年　度 年割額

左　の　財　源　内　訳

建設改良
積 立 金

損益勘定
留保資金

　
　
　
1
　
建
設
改
良
費

　
　
　
1
　
資
本
的
支
出

祖
父
江
配
水
場

配
水
ポ
ン
プ
更
新
事
業

基
幹
管
路
耐
震
化
事
業
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令和６年度 428,000 0 56,600 0 0 371,400

令和７年度 79,000 0 0 0 0 79,000

令和８年度 128,360 0 0 0 0 128,360

計 635,360 0 56,600 0 0 578,760

令和６年度 110,000 0 0 0 0 110,000

令和７年度 267,100 0 0 0 0 267,100

計 377,100 0 0 0 0 377,100

　８．継続費に関する調書

款 項 事業名

　全　　体　　計　　画

出資金
国　庫
補助金

企業債
年　度 年割額

左　の　財　源　内　訳

建設改良
積 立 金

損益勘定
留保資金

　
　
　
1
　
建
設
改
良
費

　
　
　
1
　
資
本
的
支
出

祖
父
江
配
水
場

配
水
ポ
ン
プ
更
新
事
業

基
幹
管
路
耐
震
化
事
業
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（単位　千円・％）

0 0 428,000 428,000 0 67.4

0 0 0 0 79,000 12.4

0 0 0 0 128,360 20.2

0 0 428,000 428,000 207,360 100.0

0 0 110,000 110,000 0 29.2

0 0 0 0 267,100 70.8

0 0 110,000 110,000 267,100 100.0

継続費の総
額に対する
進捗率

備　考

当該年度
支払義務
発生予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

前前年度末
までの支払
義務発生額
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期　　間 金　　額

上下水道料金取扱業務委託 762,938
令和４年度から
令和５年度まで

190,400

　９．債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額
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期　　間 金　　額

上下水道料金取扱業務委託 762,938
令和４年度から
令和５年度まで

190,400

　９．債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

- 230 -

（単位　千円）

期　　間 金　　額 国県支出金 企業債 その他

令和６年度から
令和９年度まで

572,538 0 0 0 572,538

左　の　財　源　内　訳

特定財源
一般財源

　　　　　　当該年度以降の支払
　　　　　　義務発生予定額
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注　記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産
・ 減価償却の方法　　　定額法による。
・ 主な耐用年数

建物　　　　　　　　　１５年～５０年
構築物　　　　　　　　３８年～６０年
機械及び装置　　　　　８年～２０年
車両及び運搬具　　　　４年～６年
工具、器具及び備品　　４年～１６年

（２）引当金の計上方法
ア 退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末水道事業在職職員に係る退職手
当の要支給額に相当する金額を計上している。

イ 賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込
額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

ウ 貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計
上している。

エ 修繕引当金
　翌事業年度実施する修繕に係る支出に備えるため、その支出見積額を計上して
いる。
　また、設備等に係る定期修繕の支出に備えるため、当該修繕費の額を各事業年
度ごとに平準化した額を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

２．予定貸借対照表等に関する注記
（１）引当金の取崩し

ア 賞与引当金の取崩し
　令和６年度において、６月支給分の期末手当等として25,841千円を支給するた
め、賞与引当金16,353千円を取り崩すこととする。

イ 貸倒引当金の取崩し
　令和６年度において、1,386千円が貸倒れとなる見込みのため、貸倒引当金
1,386千円を取り崩すこととする。

３．リース契約に関する注記
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理を行っている。
　なお、未経過リース料相当額は、令和５年度20,974,277円、令和６年度16,307,377円であ
る。
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